
3 本院が表示する意見
令和 6年能登半島地震の被害状況、災害発生以降の初期対応等を踏まえて、緊急輸送道路
の重要性が認識されている。緊急輸送道路が地震時にネットワークとして機能するために
は、要対策橋りょうの耐震補強が図られる必要があるが、限られた予算等の中で実現するに
は相当の期間を要することが見込まれる。ついては、貴省において、今後も重要防災路線に
ある要対策橋りょうを優先するなどにより要対策橋りょうの耐震補強が効率的に実施される
よう、次のとおり意見を表示する。
ア 優先して耐震補強を実施する要対策橋りょうの選定に当たり、まずは落橋等防止性能が
確保されていない橋りょうを最優先すること、次に重要な防災拠点を事業主体が定めるこ
と並びに重要防災路線及びこのうち迂回路がない路線にある要対策橋りょうを優先するこ
との重要性を事業主体に対して十分に説明すること。また、これらを考慮した優先して耐
震補強を実施する要対策橋りょうの選定に係る優先順位等の決定方針を作成して、これを
地方整備局等に周知徹底するとともに、地方整備局等を通じて地方公共団体に対しても同
様に助言等することにより、事業主体において効率的に耐震補強を実施できるよう検討を
促すこと
イ 要対策橋りょうの位置、応急用資材の保管場所の位置等の地震時に必要となる重要な情
報に基づき、これらを網羅的に把握するための地図等を作成することなどについて、具体
的に示すことにより、地震時に被災した緊急道路橋の迅速な応急復旧や代替路の設定等を
実施できるよう、地方整備局等に周知徹底するとともに、地方整備局等を通じて地方公共
団体に対しても同様に助言等すること

（ 3） 高額所得者等に対する明渡しの促進等の措置を適切に実施するようより一層の周知徹
底を図るとともに、明渡しの促進等の措置が十分に実施されていないと認められる事
業主体に対して、技術的助言等に加えて、公営住宅法の規定に基づき事業主体から報
告させることや実地検査を行うことについて検討するなどするよう改善の処置を要求
したもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）国土交通本省 （項）社会資本総合整備事業費 等
部 局 等 国土交通本省
補 助 の 根 拠 公営住宅法（昭和 26年法律第 193号）等
補 助 事 業 者
（事 業 主 体）

道、府 2、県 10、市 223、町 273、村 33、計 542事業主体

補 助 事 業 等 公営住宅整備
事 業 の 概 要 住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することなどを

目的として公営住宅を整備するもの
検査の対象とし
た高額所得者等
が入居している
住戸

高額所得者 2,109戸（令和 2年度末）
連続収入超過者 22,690戸（令和 2年度末）
収入未申告者 5,026戸（令和 2年度末）

上記に係る事業
費相当額（当該
住戸の現在価格
に相当する額）

2033億 6493万余円（整備年度：昭和 29年度～令和 3年度）
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上記に対する交
付金等相当額

1026億 6858万円（背景金額）

【改善の処置を要求したものの全文】

公営住宅における高額所得者等に対する明渡しの促進等の措置の実施について

（令和 6年 1月 17日付け 国土交通大臣宛て）

標記について、会計検査院法第 36条の規定により、下記のとおり改善の処置を要求する。

記

1 公営住宅における高額所得者等の概要等

⑴ 公営住宅の概要

貴省は、住宅施策の一環として、公営住宅法（昭和 26年法律第 193号。以下「法」という。）

等に基づき、公営住宅の建設等の事業を実施する地方公共団体に対して、社会資本整備総

合交付金等（以下「交付金等」という。）を交付している。

公営住宅は、国及び地方公共団体が協力して、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉

な家賃で賃貸することなどにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目

的として整備されており、地方公共団体が管理する公営住宅は令和 3年度末において約

213万戸に上っている（以下、公営住宅を整備して管理する地方公共団体を「事業主体」と

いう。）。

そして、法によれば、国は、必要があると認めるときは、事業主体に対して、公営住宅

の供給に関し、財政上及び技術上の援助を与えなければならないとされているほか、国土

交通大臣は、公営住宅の管理等に関し、事業主体に対して報告させ、又は、職員を指定し

て実地検査させることができるとされている。

⑵ 公営住宅の入居者資格、家賃等の概要

ア 公営住宅の入居者資格及び家賃

公営住宅の入居者は、法及び公営住宅法施行令（昭和 26年政令第 240号。以下「政令」と

いう。）において、 1か月当たりの収入
（注 1）

が政令等で定める基準
（注 2）
（以下「入居収入基準」とい

う。）を超えないことなどの条件を具備する者でなければならないとされている。

また、法等によれば、公営住宅の毎月の家賃は、毎年度、入居者からの収入の申告に

基づき、当該入居者の収入及び当該公営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年数

等に応じ、かつ、政令等の規定に基づき算定した近傍同種の住宅の家賃（以下「政令家

賃」という。）以下で、事業主体が定めることとされている（以下、この家賃を「応能応益

家賃」という。）。

（注 1） 1か月当たりの収入 入居者及びその同居者の過去 1年間における所得税法（昭和

40年法律第 33号）の例に準じて算出した所得金額の合計から一定の控除をした額

を 12で除した額

（注 2） 政令等で定める基準 世帯所得、民間賃貸住宅の家賃水準等に係る統計データに基

づき、収入分位 25％（全国の 2人以上世帯を収入の低い順に並べ、収入の低い方

から 4分の 1番目に該当する収入に相当する分位）に相当する収入として政令で
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定められた額（15万 8000円）を参酌して、事業主体が条例で定めた額等

イ 入居後に入居収入基準を超える収入がある入居者の取扱い
法等によれば、入居後に収入が増加して入居収入基準を超える収入がある入居者につ
いては、法において本来の施策の対象となっている入居収入基準以下の入居者とは異な
る取扱いをすることとされている。
ア 高額所得者
事業主体は、公営住宅に引き続き 5年以上入居していて、 1か月当たりの収入が最
近 2年間連続して政令で定める基準

（注 3）
（以下「高額収入基準」という。）を超える高額の収

入のある入居者（以下「高額所得者」という。）に対し、期限を定めて、当該公営住宅の
明渡しを請求することができるとされている。貴省は、高額所得者が公営住宅に入居
し続けることは、低額所得者から入居の機会を奪うことになり、法の目的に反するこ
とから、入居者又は同居者が病気にかかっているなどの明渡しを猶予すべき特別の事
情がある場合を除き、高額所得者に対して明渡請求を行うことが必要であるとしてい
る。
そして、高額所得者の毎月の家賃は、公営住宅に入居していない者との公平性を確
保するために、政令家賃とすることとされている。
（注 3） 政令で定める基準 世帯所得、民間賃貸住宅の家賃水準等に係る統計データに基

づき、収入分位 60％（全国の 2人以上世帯を収入の低い順に並べ、収入の低い

方から 10分の 6番目に該当する収入に相当する分位）に相当する収入として政

令で定められた額（31万 3000円）等

イ 収入超過者
公営住宅に引き続き 3年以上入居していて、入居収入基準を超える収入がある入居
者のうち高額所得者以外の者（以下「収入超過者」という。）は、公営住宅を明け渡すよ
うに努めなければならないとされている。
そして、収入超過者の毎月の家賃は、明渡しの自主的な履行を促進するとともに、
公営住宅に入居していない者との公平性を確保するために、政令家賃以下で、収入超
過の程度及び収入超過者となってからの経過期間に応じて応能応益家賃に所定の加算
をした家賃（以下「加算家賃」という。）とすることとされている。
このほか、事業主体は、必要があると認めるときは、高額所得者及び収入超過者が他
の適当な住宅に入居することができるようにあっせんするなどして、これらの者の公営
住宅の明渡しを容易にするように努めなければならないとされている。
ウ 収入の申告がない入居者
法等によれば、事業主体は、入居者から収入の申告がない場合には、当該入居者に対
して収入の申告を請求することができるとされており、請求を行ったにもかかわらず、
これに応じなかった入居者（以下「収入未申告者」といい、高額所得者、収入超過者及び
収入未申告者を合わせて「高額所得者等」という。）等について、必要があると認めるとき
は、課税台帳の閲覧等により当該入居者の収入状況を調査することができるとされてい
る（以下、この調査を「収入調査」という。）。そして、事業主体は、入居者から収入の申
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告がない場合でも、収入調査の結果、高額所得者又は収入超過者の要件を満たす収入が

ある者については、収入を適切に申告した者との公平を欠くことのないよう、収入調査

の結果に基づき高額所得者又は収入超過者として認定することができることとなってい

る。

また、法等によれば、収入未申告者の毎月の家賃は、政令家賃とすることとされてお

り、低廉な家賃により公営住宅に居住するには収入を申告することが必要となってい

る。

⑶ 事業主体に対する周知等

貴省は、本院が平成 14年度決算検査報告において特に掲記を要すると認めた事項とし

て「公営住宅における収入超過者、高額所得者等に対する措置の実施について」を掲記した

ことを踏まえて、平成 16年 6月に通知を発している。この通知により、貴省は、①高額

所得者及び収入超過者に対する認定及びその旨の文書による通知、②高額所得者及び収入

超過者に対する面談、他の公的資金による住宅等のあっせん、③高額所得者に対する明渡

しに係る要領（以下「高額所得者明渡要領」という。）の策定、④高額所得者に対する明渡請

求、⑤収入未申告者に対する収入調査、当該収入調査実施後の高額所得者又は収入超過者

としての認定、⑥高額所得者等に係る政令家賃、加算家賃等の徴収等の措置（以下、①か

ら⑥までの措置を合わせて「明渡しの促進等の措置」という。）を適切に実施するよう事業主

体に周知している。

また、本院は、22年 10月に、国土交通大臣に対して「公営住宅における高額所得者等

に対する明渡しの促進等の措置の実施について」として、会計検査院法第 36条の規定によ

り意見を表示した。貴省は、本院指摘の趣旨に沿い、22年 12月に事業主体に対して通知

を発し、明渡しの促進等の措置を適切に実施して、公営住宅の管理を適正に行うよう周知

徹底を図っている（以下、貴省が 16年 6月及び 22年 12月に発した通知を合わせて「22年

通知等」という。）。また、貴省は、高額所得者等に対する明渡請求等の実施状況等につい

て定期的に調査するとともに（以下、この調査を「実態調査」という。）、明渡請求等が十分

に実施されていないと認められる事業主体に対して明渡請求等を適切に実施するよう技術

的助言等を行うこととした。

2 本院の検査結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

公営住宅については、近年、厳しい経済状況等を背景として、真に住宅に困窮する低額所

得者に対して的確に提供することが一層求められている。

そこで、本院は、合規性、有効性等の観点から、22年通知等に基づくなどして明渡しの

促進等の措置は適切に実施されているか、貴省における実態調査及びその結果に基づく技術

的助言等は十分なものとなっているかなどに着眼して検査した。

検査に当たっては、 2年度末に 13道府県
（注 4）

及び 13道府県内の 529市町村の計 542事業主体

が管理している公営住宅であって、法等で定められている耐用年限を経過していない公営住
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宅の住戸のうち、次の①から③までの住戸、計 465事業主体の計 29,825戸（事業費相当額

（当該住戸の現在価格に相当する額）計 2033億 6493万余円、交付金等相当額計 1026億 6858

万余円、当該住戸に係る公営住宅の整備年度は昭和 29年度から令和 3年度まで）を対象とし

た。

① 高額所得者が入居している 311事業主体の 2,109戸

② 3年以上連続して収入超過者に該当している者（以下「連続収入超過者」という。）が入居

している 455事業主体の 22,690戸

③ 収入未申告者が入居している 157事業主体の 5,026戸

そして、貴省本省及び上記 542事業主体のうち 154事業主体において、家賃決定書等の関

係書類を確認するとともに、 3、 4両年度中における明渡しの促進等の措置の実施状況等に

ついて聴取するなどして会計実地検査を行った。また、上記の 542事業主体から、明渡しの

促進等の措置の実施状況等に係る調書等の提出を受けてその内容を確認するなどして検査し

た。

（注 4） 13道府県 北海道、京都、大阪両府、青森、栃木、埼玉、福井、静岡、三重、滋賀、

和歌山、鳥取、熊本各県

（検査の結果）

検査したところ、次のような事態が見受けられた。

⑴ 明渡しの促進等の措置の実施状況

ア 高額所得者に対する措置

ア 明渡請求等の実施状況

前記 311事業主体の高額所得者 2,109戸に対する明渡請求等の実施状況について確

認したところ、① 5事業主体の 10戸については、事業主体が、高額所得者として認

定する旨を文書で通知していなかった。また、②125事業主体の 477戸については、

事業主体が、上記の通知はしているものの、明渡しを猶予すべき特別の事情の有無を

確認しておらず、③72事業主体の 237戸については、事業主体が、面談等により明

渡しを猶予すべき特別の事情がないことを把握しているのに明渡請求を行っていな

かった。

このように、計 198事業主体（①から③までの事業主体には重複しているものがあ

る。）は、高額所得者計 724戸について、入居者の自主的な退去に委ねるなどしてい

て、明渡請求等を適切に実施していなかった。そして、上記の高額所得者 724戸が高

額所得者に連続して該当している年数は、平均で 4.3年となっていて、中には 10年

以上にわたって連続して該当している高額所得者が 41戸見受けられた。

イ 特別の事情の把握方法

前記 311事業主体の高額所得者 2,109戸のうち、事業主体が、明渡しを猶予すべき

特別の事情の有無を確認した結果、特別の事情があるとしていたのは、69事業主体

の 478戸となっていた。そして、これらの者について、事業主体が特別の事情の有無
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をどのような方法で把握したか確認したところ、38事業主体の 361戸については、

高額所得者から特別の事情の具体的な内容が記載された書類等の提出を受けていた

が、36事業主体の 117戸については、事業主体の担当者等が高額所得者から口頭の

みで確認するなどしていて、上記のような書類等の提出を受けていなかった。

しかし、特別の事情があると判断した際のその具体的な内容を、翌年度以降に特別

の事情の有無を判断する際等に確実に参照して検証するなどのためには、高額所得者

からその具体的な内容が記載された書類等の提出を受けることが効果的であると考え

られる。

前記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

〈事例〉

熊本県上益城郡益城町は、公営住宅に令和 2年度末に入居していた高額所得者 4戸につ

いて、いずれの高額所得者も退去する予定であることを確認できたとし、これを特別の事

情があるものとして、明渡請求を実施していなかった。

しかし、同町は、特別の事情の有無を高額所得者から口頭で確認したのみで、特別の事

情の具体的な内容が記載された書類等の提出を受けていなかった。

そこで、前記の 4戸について、 3、 4両年度中の退去の実績を確認したところ、 4年度

末までに退去したのは 1戸のみで、残りの 3戸は退去していなかった。そして、退去しな

かった 3戸は、 2年度末時点で、既に 8年、 3年又は 2年連続して高額所得者に該当して

いたが、同町は、特別の事情の有無を高額所得者から口頭で確認したのみだったため、い

つ頃までに退去する予定であったのかなどの具体的な内容を、翌年度以降に特別の事情の

有無を判断する際等に確実に参照して検証することができない状況となっていた。

ウ 高額所得者明渡要領の策定及びその内容

貴省は、22年通知等により、事業主体に対して、高額所得者明渡要領の策定等を

適切に実施するよう周知徹底を図っている。そこで、各事業主体における高額所得者

明渡要領の策定状況について確認したところ、高額所得者が入居する公営住宅を管理

している前記 311事業主体のうち 81事業主体は高額所得者明渡要領を策定していた

が、残りの 230事業主体は策定していなかった。

また、81事業主体が策定している高額所得者明渡要領の内容についてみたとこ

ろ、31事業主体は、高額所得者明渡要領において、明渡請求を実施する具体的な時

期（スケジュール、期限等）を定めていたが、残りの 50事業主体は定めていなかっ

た。

そして、①高額所得者明渡要領において明渡請求を実施する具体的な時期を定めて

いる事業主体、②高額所得者明渡要領を策定しているが、明渡請求を実施する具体的

な時期を定めていない事業主体、③高額所得者明渡要領を策定していない事業主体の

うち、高額所得者に対して明渡請求を実施した事業主体の割合についてみると、表の

とおり、①が最も高くなっていた。
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このように、高額所得者明渡要領を策定して明渡請求を実施する具体的な時期を定

めることが、明渡請求を確実に実施するために効果的であると思料された。

表 明渡請求を実施した事業主体の割合 （単位：事業主体、％）

高額所得者明渡要領の策定及びその内容 事業主体数
（A）

明渡請求を
実施した事
業主体数
（B）

割合
（B /A）

①高額所得者明渡要領において明渡請求を実施す
る具体的な時期を定めているもの 31 20 64.5

②高額所得者明渡要領を策定しているが、明渡請
求を実施する具体的な時期を定めていないもの 50 14 28.0

③高額所得者明渡要領を策定していないもの 230 29 12.6

計 311 63 20.2

前記について、高額所得者明渡要領において明渡請求を実施する具体的な時期を定

めている参考事例を示すと次のとおりである。

〈参考事例〉

静岡県は、高額所得者明渡要領において、毎年、高額所得者に該当する入居者に対し

て、高額所得者として認定する旨を文書で通知する際に、「県営住宅明渡計画書」の様式を

送付し、明渡しの予定又は明渡しを猶予すべき特別の事情の具体的な内容を当該様式に記

載させて、 3月 20日までに提出させることとしている。そして、これに加えて面談を行

うなどして、特別の事情の有無を確認した上で、 3月 28日までに、明渡請求を行うこと

としている。

このほか、同県は、収入超過者のうち、新たに 1か月当たりの収入が高額収入基準を超

えることになった入居者に対して、 2年連続して高額収入基準を超える収入があった場合

には、高額所得者に該当して明渡しの義務が生ずる旨をあらかじめ通知して、退去につい

て真剣に検討するように促している。

同県は、令和 2年度に新たに高額所得者に該当することになった 24戸について、特別

の事情がないことを把握した上で、 3年 3月に明渡請求を行い、明渡請求を受けた後に収

入が減少することになるなどした 5戸を除く 19戸は、 4年 8月までに全て退去してい

た。

イ 収入超過者に対する措置

前記 455事業主体の連続収入超過者 22,690戸のうち 409事業主体の 15,227戸につい

ては、事業主体が、収入超過者については明渡しの努力義務が課せられているに過ぎず

面談やあっせんを行う必要性は低いと考えるなどして、面談やあっせんを行っていな

かった。そして、上記 15,227戸の中には、10年以上にわたって連続して収入超過者に

該当している者が 1,675戸見受けられた。

また、法等によれば、収入超過者の毎月の家賃は、明渡しの自主的な履行を促進する
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などのために、加算家賃とすることとされているのに、15事業主体の 55戸について

は、事業主体が加算家賃を課していなかった。

ウ 収入未申告者に対する措置

前記 157事業主体の収入未申告者 5,026戸のうち 57事業主体の 379戸については、

事業主体が、収入未申告者には高額所得者と同様に政令家賃を課していることから収入

調査を行う必要がないと考えるなどして、収入調査を行っていなかった。そして、本院

の検査を受けて、事業主体が、これらの者の 1か月当たりの収入を確認したところ、25

事業主体の 87戸については、 1か月当たりの収入が高額収入基準又は入居収入基準を

超えていて、高額所得者又は収入超過者に該当していた。

また、23事業主体の 144戸については、収入調査の結果、高額所得者又は収入超過

者に該当することが判明しているのに、事業主体が高額所得者又は収入超過者として認

定していなかった。

そして、事業主体が収入調査を行っていなかった 87戸及び事業主体が高額所得者又

は収入超過者として認定していなかった 144戸については、高額所得者又は収入超過者

に該当しているのに、高額所得者又は収入超過者に対して行われるべき措置が実施され

ていなかった。

このほか、法等によれば、収入未申告者の毎月の家賃は政令家賃とすることとされて

おり、低廉な家賃により公営住宅に居住するためには収入を申告することが必要となっ

ているのに、23事業主体の 256戸については、事業主体が政令家賃ではなく応能応益

家賃を課していた。

⑵ 貴省における実態調査及び技術的助言等の実施状況

前記のとおり、貴省は、平成 22年 10月の本院の意見表示を受けて、毎年度、実態調査

を行うとともに、明渡請求等が十分に実施されていないと認められる事業主体に対して明

渡請求等を適切に実施するよう技術的助言等を行うこととしていた。

しかし、貴省は、23年 6月及び 24年 6月に計 4事業主体に対して技術的助言等を行っ

ていたものの、それ以降は技術的助言等を行っていなかった。また、貴省は、令和元年度

の実態調査を公営住宅に関する他の調査と一体的に実施することとした際に、収入未申告

者に対する措置の実施状況を実態調査の対象から除外しており、それ以降把握していな

かった。

⑴のとおり、依然として多数の事業主体において明渡しの促進等の措置が適切に実施さ

れていない状況であることを踏まえると、貴省における実態調査及びその結果に基づく技

術的助言等は、必ずしも十分なものとなっていないと認められる。

（改善を必要とする事態）

事業主体において明渡しの促進等の措置が適切に実施されていないなどの事態、貴省にお

ける実態調査及びその結果に基づく技術的助言等が必ずしも十分なものとなっていない事態

は適切ではなく、改善を図る要があると認められる。

第
3
章

第
1
節

第
9

国
土
交
通
省

― 400 ―



（発生原因）

このような事態が生じているのは、次のことなどによると認められる。

ア 事業主体において、明渡しの促進等の措置を実施することの重要性についていまだに理

解が十分でないこと。また、貴省において、事業主体に対して、高額所得者に係る明渡し

を猶予すべき特別の事情があることを把握する際に、高額所得者からその具体的な内容が

記載された書類等の提出を受け、又は高額所得者明渡要領に明渡請求を実施する具体的な

時期を定めるといったような、明渡しの促進等の措置を効果的に実施するための手法につ

いて周知していないこと

イ 貴省において、実態調査やその結果に基づく技術的助言等を行うことの重要性に対する

理解が十分でないこと

3 本院が要求する改善の処置

公営住宅については、今後も、住宅に困窮する低額所得者の居住の安定を確保するために

重要な役割を担っていくものと考えられる。

ついては、貴省において、真に住宅に困窮する低額所得者に対してより的確に公営住宅が

供給されるよう、次のとおり改善の処置を要求する。

ア 事業主体に対して、明渡しの促進等の措置を適切に実施するようより一層の周知徹底を

図ること。また、明渡しの促進等の措置を効果的に実施するための手法についても併せて

周知すること

イ 明渡しの促進等の措置が十分に実施されていないと認められる事業主体に対して技術的

助言等が確実に行われるよう、収入未申告者に対する措置の実施状況を実態調査の対象に

戻すこと。また、技術的助言等を行う基準等について改めて検討することとし、その際に

は、技術的助言等に加えて、法の規定に基づき事業主体から報告させることや実地検査を

行うことについて検討すること

（ 4） 承認を得ずに公営住宅を増築している入居者を的確に把握して、原状回復等を行うよ
うに指導するなどの措置を講ずることにより、公営住宅の管理を適切に行うよう改め
て周知徹底を図るとともに、無断増築物の除却に係る費用については原則として交付
金等の交付対象とならないことなどを明確化して事業主体に対して周知することによ
り、公営住宅の除却事業に対する交付金等の交付が適切に行われるよう改善の処置を
要求したもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）国土交通本省 （項）社会資本総合整備事業費 等
部 局 等 国土交通本省
補 助 の 根 拠 公営住宅法（昭和 26年法律第 193号）等
補 助 事 業 者
（事 業 主 体）

府 1、県 13、市 92、町 31、村 1、計 138事業主体

補 助 事 業 等 公営住宅等整備事業等
事 業 の 概 要 公営住宅の建設、除却等の事業を行うもの
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